
  【流動資産】
    （現金・預金）
      当座  預金 2,565,388 
      普通　預金3 377,750 
        現金・預金 計 2,943,138 
    （売上債権）
      未  収  金 1,225,000 
        売上債権 計 1,225,000 
          流動資産合計 4,168,138 
  【固定資産】
    （有形固定資産）
      什器  備品 118,091 
        有形固定資産  計 118,091 
          固定資産合計 118,091 
            資産合計 4,286,229 

  【流動負債】
    未  払  金 383,404 
    預  り  金 24,551 
      所得税 (24,551)
      流動負債合計 407,955 
        負債合計 407,955 

        正味財産 3,878,274 

〈計算書類の注記〉 
１．重要な会計方針 
　①計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。
　②消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。 
　③固定資産の減価償却は、定額法によっています。

２．固定資産の増減内訳

《負債の部》

2022年度　財産目録
特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ [税込]（単位：円）

全事業所 　　2023年 3月31日 現在
《資産の部》

[税込]（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

　什器備品 151,157 0 0 151,157 △ 33,066 118,091

合計 151,157 0 0 151,157 △ 33,066 118,091



  【流動資産】
    （現金・預金）
      当座  預金 2,565,388 
      普通　預金3 377,750 
        現金・預金 計 2,943,138 
    （売上債権）
      未  収  金 1,225,000 
        売上債権 計 1,225,000 
          流動資産合計 4,168,138 
  【固定資産】
    （有形固定資産）
      什器  備品 118,091 
        有形固定資産  計 118,091 
          固定資産合計 118,091 
            資産合計 4,286,229 

  【流動負債】
    未  払  金 383,404 
    預  り  金 24,551 
      流動負債合計 407,955 
        負債合計 407,955 

  前期繰越正味財産 2,937,858 
  当期正味財産増減額 940,416 
    正味財産合計 3,878,274 
      負債及び正味財産合計 4,286,229 

《負債の部》

《正味財産の部》

2022年度　貸借対照表
特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ [税込]（単位：円）

全事業所 2023年 3月31日 現在
《資産の部》



【経常収益】
  【受取会費】
    個人正会員 535,000 
    団体正会員 520,000 
    個人賛助会員 25,000 
    団体賛助会員 70,000 1,150,000 
  【受取寄付金】
    受取寄付金 1,037,818 
  【受取補助金等】
    受取助成金 500,000 
  【事業収益】
    草の根消費者教育 900,000 
    消費者市民社会普及啓発 400,000 
    食品表示調査 2,140,000 
    高齢消費者被害防止見守り 600,000 
    金沢市消費生活だより原稿制作 150,000 
    金沢市消費者出前講座教材制作 100,000 
    金沢市消費者出前講座講師派遣 255,000 
    霊感商法等消費者被害防止見守り 850,000 5,395,000 
  【その他収益】
    受取  利息 14 
        経常収益  計 8,082,832 
【経常費用】
  【事業費】
    （人件費）
      給与手当(職員) 3,360,288 
      給与手当(食品表示調査員) 1,501,200 
      通  勤  費(職員) 91,664 
      通　勤　費(食品表示調査員) 74,205 
      福利厚生費(事業) 329,497 
      電話補助 12,000 
      電話補助（食品表示調査員） 27,000 
        人件費計 5,395,854 
    （その他経費）
      資料・印刷費(事業) 105,372 
      講師謝礼金(事業） 311,819 
      旅費交通費(事業) 360,707 
      車両借上料(事業) 140,068 
      通信運搬費(事業) 195,792 
      消耗品  費(事業) 220,277 
      賃  借  料(事業) 109,140 
      負担金(会費)(事業) 17,000 
      保険料（事業） 5,880 
      租税  公課(事業) 25,300 
      ＨＰ管理費(事業) 23,000 
      保険事務委託料(事業) 12,000 
      減価償却費（事業） 33,066 
        その他経費計 1,559,421 
          事業費  計 6,955,275 
  【管理費】
    （人件費）
    （その他経費）
      印　刷　費（管理） 23,860 
      通信運搬　費（管理） 26,019 
      消耗品  費（管理） 2,200 
      水道光熱　費（管理） 79,132 
      家　　　賃（管理） 30,000 
      保　険　料（管理） 24,830 
      雑      費（管理） 1,100 
        その他経費計 187,141 
          管理費  計 187,141 
            経常費用  計 7,142,416 
              当期経常増減額 940,416 
【経常外収益】
【経常外費用】
    税引前当期正味財産増減額 940,416 
      当期正味財産増減額 940,416 
      前期繰越正味財産額 2,937,858 
      次期繰越正味財産額 3,878,274 

2022年度　活　動　計　算　書
[税込]（単位：円）

特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ 自 2022年 4月 1日  至 2023年 3月31日



【税込み】（単位：円）

ホットライン 意見交換 専門部会 理事会 差止請求訴訟 差止事務局費

（人件費）
  給与手当(職員) 819,388
  給与手当(食品表示調査員)
  通  勤  費(職員) 43,418
  通　勤　費(食品表示調査員)
  福利厚生費(事業) 171,513
  電話補助 6,000
  電話補助（食品表示調査員）
    人件費計 0 0 0 0 0 1,040,319
（その他経費）
  資料・印刷費(事業)
  講師謝礼金(事業）
  旅費交通費(事業) 14,764 2,541
  車両借上料(事業)
  通信運搬費(事業) 5,280 14,670 33,778
  消耗品  費(事業) 28,783
  賃  借  料(事業) 11,780 8,080
  負担金(会費)(事業)
  保険料（事業）
  租税  公課(事業) 23,700
  ＨＰ管理費(事業)
  保険事務委託料(事業) 1,700
  減価償却費（事業） 33,066
    その他経費計 0 14,764 17,060 8,080 38,370 99,868
      合計 0 14,764 17,060 8,080 38,370 1,140,187

【税込み】（単位：円）

研修会 消費者部会 消費者教育 関係諸団体
差止以外事務

局費
草の根教育

（人件費）

  給与手当(職員) 64,650 518,500
  給与手当(食品表示調査員)
  通  勤  費(職員) 48,246
  通　勤　費(食品表示調査員)
  福利厚生費(事業) 152,830
  電話補助 6,000
  電話補助（食品表示調査員）
    人件費計 0 0 0 0 271,726 518,500
（その他経費）
  資料・印刷費(事業) 16,932
  講師謝礼金(事業）
  旅費交通費(事業) 767 287,105
  車両借上料(事業)
  通信運搬費(事業) 1,354 3,393 41,070
  消耗品  費(事業) 367 1,405 47,445
  賃  借  料(事業) 2,240 2,030
  負担金(会費)(事業) 17,000
  保険料（事業） 5,880
  租税  公課(事業) 1,600
  ＨＰ管理費(事業) 23,000
  保険事務委託料(事業)
  減価償却費（事業）
    その他経費計 2,607 0 0 60,316 7,165 381,500
      合計 2,607 0 0 60,316 278,891 900,000

差止請求関係以外の業務

科目

事業費の内訳
特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ 2023年 3月31日 現在

差止請求関係業務
科目



事業費の内訳
特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ 2023年 3月31日 現在

【税込み】（単位：円）

食品表示調査
消費者市民社

会
高齢消費者被
害防止見守り

金沢市消費生
活だより原稿

消費者出前講
座用教材制作

消費者出前講
座講師派遣

（人件費）

  給与手当(職員) 346,000 303,000 368,000 129,500 56,000 182,500
  給与手当(食品表示調査員) 1,501,200
  通  勤  費(職員)
  通　勤　費(食品表示調査員) 74,205
  福利厚生費(事業) 5,154
  電話補助
  電話補助（食品表示調査員） 27,000
    人件費計 1,953,559 303,000 368,000 129,500 56,000 182,500
（その他経費）
  資料・印刷費(事業) 24,260 24,480
  講師謝礼金(事業） 22,274 73,000 55,675
  旅費交通費(事業) 2,696 9,710 30,806 2,827 8,600
  車両借上料(事業) 140,068
  通信運搬費(事業) 20,522 24,575 22,020 3,300 1,650 2,550
  消耗品  費(事業) 12,855 16,181 22,884 14,373 42,350 5,675
  賃  借  料(事業) 58,810
  負担金(会費)(事業)
  保険料（事業）
  租税  公課(事業)
  ＨＰ管理費(事業)
  保険事務委託料(事業) 10,300
  減価償却費（事業）
    その他経費計 186,441 97,000 232,000 20,500 44,000 72,500
      合計 2,140,000 400,000 600,000 150,000 100,000 255,000

税込み】（単位：円）

差止請求関係以
外の業務

霊感商法等消
費者被害防止

見守り

（人件費）

  給与手当(職員) 572,750 3,360,288
  給与手当(食品表示調査員) 1,501,200
  通  勤  費(職員) 91,664
  通　勤　費(食品表示調査員) 74,205
  福利厚生費(事業) 329,497
  電話補助 12,000
  電話補助（食品表示調査員） 27,000
    人件費計 572,750 5,395,854
（その他経費）
  資料・印刷費(事業) 39,700 105,372
  講師謝礼金(事業） 160,870 311,819
  旅費交通費(事業) 891 360,707
  車両借上料(事業) 140,068
  通信運搬費(事業) 21,630 195,792
  消耗品  費(事業) 27,959 220,277
  賃  借  料(事業) 26,200 109,140
  負担金(会費)(事業) 17,000
  保険料（事業） 5,880
  租税  公課(事業) 25,300
  ＨＰ管理費(事業) 23,000
  保険事務委託料(事業) 12,000
  減価償却費（事業） 33,066
    その他経費計 277,250 1,559,421
      合計 850,000 6,955,275

差止請求関係以外の業務

科目

科目 合計



様式例（法第３１条第３項第５号関係）

○事業報告書

2022 年度の事業報告書（2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで）

特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ

１ 事業の実施に関する事項

（１）差止請求関係業務

業務名

(定款に記載した

業務)

業務内容の詳細
当該業務の

実施日時

当該業務の

実施場所

従業者の

人数

収支計算書

の

支出額

（単位：千

円）

（1）各種消費者

被害の実態調

査・研究、情報の

収集・提供事業

消費生活トラブル情報提供・法律相談の運用

消費生活トラブル事例を収集するための一般市民

を対象とした「消費生活トラブル情報提供・法律相

談」を実施。（相談者から事務局が相談内容等の情

報収集を行い、当ネットワークの弁護士・司法書士

が相談対応する。

・相談・情報提供件数 35 件（内事務局対応 35 件）

通年 主たる事務所 事務局 3 名

78

（差止事務

局費を除

く）

消費生活相談員との意見交換会の開催

消費者行政担当者・消費生活相談員・当ネットワー

クの弁護士・司法書士・事務局でネットワークの活

動紹介、最近の相談状況・相談内容、行政の要望な

どの情報交換と相談事案への助言等を行う。

2022/10/25

2022/12/2

2022/12/12

2022/12/13

七尾市役所

小松市役所

石川県消費生活支援セ

ンター

奥能登行政センター

会員・事務局

11 名



（2）各種消費者

被害者への支援

事業

事例研究事業

専門部会の開催

不当約款等の使用が疑われる事業者に対して、調

査・是正申入れ等検討を行う。

2022/4/1

2022/6/13

2022/8/3

2022/10/19

2022/12/16

2023/2/17

金沢市長土塀青少年交

流センター、石川県女

性センター及びオンラ

イン

専門部会委

員・事務局

23 名

事業者へ申し入れのための理事会の開催

専門部会より調査・検討された不当約款等の使用が

疑われる事業者に対して、理事会にて申入れの承認

を行う。

2022/4/18

2022/5/21

2022/6/24

2022/9/2

2022/11/18

2023/1/27

2023/2/20

2023/3/23

石川県女性センター、

金沢市長土塀青少年交

流センター及びオンラ

イン

理事・監事・

調査実施

者・専門部会

委員・事務局

14 名

14 名

14 名

16 名

15 名

11 名

11 名

17 名

（3）事業者・事

業団体の不当な

事業活動に対す

る差止め請求、そ

の他是正を図る

事業

差止請求訴訟

○差止請求訴訟提起

・スタジオＢ′Ｍ（キャンセル料金規程の削除に

対する申入れ）

弁論準備手続期日㉓

弁論準備手続期日㉔

弁論準備手続期日㉕

弁論準備手続期日㉖

弁論準備手続期日㉗

2022/4/18

2022/6/6

2022/7/1

2022/9/12

2022/12/5

主たる事務所、藏大介

法律事務所、敦賀法律

事務所、北島法律事務

所

専門部会委

員・事務局

9 名



弁論準備手続期日㉘

判決

控訴

○事業者への申し入れ活動

理事会で承認を受けた申入書・要望書について、

事業者へ送付等

・株式会社ハーバーリンクスジャパン（解約時の遺

伝子検査費用の請求等に関する申入れ）

申入終了及び要望書送付

・MEAGLOPOLIS 株式会社（停止・休止の電話のみの

対応の改善・定期購入に関する表示の有利誤認表

示等に関する申入れ）

督促書送付（再送）

メールにて回答到着

申入書 2 送付

メールにて回答到着

申入終了及び要望書送付

・オンライン英会話教室（語学教室の継続的役務提

供の概要書面を用いた勧誘について不実告知等

に関する申入れ）

申入書送付

回答書到着

申入終了書送付

・駐車場機器販売事業者（駐車場利用規約の事業者

の債務不履行の損害賠償義務の全部を免除する

条項に関する申入れ）

申入書送付

2023/1/20

2023/2/9

2023/2/22

2022/5/26

2022/4/12

2022/4/25

2022/7/1

2022/7/13

2022/9/8

2022/9/8

2022/10/6

2022/11/24

2022/5/26



事業者より電話連絡

督促書送付

事業者より FAX にて回答書到着

ご連絡送付

回答到着

・不動産事業者（「コンシェルジュ」Web ページの修

繕費等の表示に関する卯申入れ）

申入書送付

FAX にて回答書到着

・放送事業者（受信規約の放送受信契約者の義務違

反に関する申入れ）

申入書送付

回答書到着

・市民マラソン実行委員会（申込規約の参加料等に

関する申入れ）

申入書送付

回答書到着

質問書送付

・協同組合（チラシ等に関する要望書）

要望書送付

○消費者契約法第 41 条第 1 項に基づく請求書送付

該当なし

○事業者への要望活動

・シャープ株式会社（発売しているスマートフォ

ンに対し、機種ごとに推奨する充電器を具体的

に列挙するように要望）

要望書送付

2022/5/30

2022/12/22

2022/12/28

2023/3/17

2023/3/20

2022/7/1

2022/12/1

2022/7/1

2022/8/1

2022/11/24

2022/12/22

2023/3/17

2023/3/27

2022/11/24



回答書到着

要望終了書送付

2022/12/19

2023/3/27

（２）差止請求関係業務以外の業務

業務名

(定款に記載した

業務)

業務内容の詳細
当該業務の

実施日時

当該業務の

実施場所

従業者の

人数

収支計算書

の収入及び支

出額

（単位：千

円）

（4）消費者被害

を未然に防ぎ、消

費者市民社会を

実現するための

普及啓発事業

研修会等の開催

・活動報告会

専門部会グループ活動報告

・駐車場での事業者由来の事故責任

（弁護士 安藤俊文氏）

・申し入れに至らなかった案件

（弁護士 北島正悟氏）

・第 52 回石川県消費者大会

「ファッションと大量廃棄社会～私たちにできること～」

講師：仲村和代氏

（株式会社朝日新聞社・デジタル機動報道部次長）

・差止請求規程勉強会

「差止請求関係業務規程の概況～理事・専門部会

委員が知っておくべきこと～」

講師：北島正悟氏

（弁護士・定款等検討担当・専門部会委員）

2022/5/21

2022/11/2

2022/11/18

石川県女性セ

ンター

石川県地場産

業振興センタ

ー及びオンラ

イン

金沢市長土塀

青少年交流セ

ンター

専門部会委

員・事務局

5 名

事務局 3 名

役員・事務局

11 名

収入：0

支出：3

（差止以外

事務局費を除

く）



・専門部会勉強会

（1）「奥能登広域消費者センターの機能と 2 市 2

町との連携」

講師：森山志津代氏

（奥能登広域消費生活センター）

（2）「解除権の制限について」

・消費者部会学習会

(1）「家電公取協ってなぁに」

講師：公益社団法人全国家庭電気製品公正取引

協議会

（2）「電気料金値上げ説明会」

講師：北陸電力株式会社

2022/10/19

2023/2/17

2022/10/21

2023/2/21

金沢市長土塀

青少年交流セ

ンター及びオ

ンライン

石川県地場産

業振興センタ

ー、金沢市女

性センター及

びオンライン

専門部会委

員・事務局

22 名

14 名

消費者部会委

員・事務局

15 名

12 名

消費者部会

・消費者部会委員による会議

・公益社団法人全国家庭電気製品公正取引協議会懇

談会

2022/7/13

2022/9/27

2022/12/6

2023/2/21

2022/11/7

金沢市女性セ

ンター及びオ

ンライン

石川県地場産業

振興センター

消費者部会委

員・事務局

12 名

8 名

収入 0

支出 0

（差止以外

事務局費を除

く）

消費者教育事業

○消費者教育出前講座講師派遣

学校等へ会員を派遣し、出前講座を開催

・令和 4 年度石川県消費者教育担い手育成研修新

担当者向け講師派遣

2022/7/21,22

2022/8/18,22

石川県庁、石

川県中能登総

合事務所

消費者部会委

員・事務局

5 名

収入 0

支出 0

（差止以外

事務局費を除

く）



・全国消費生活相談員協会北陸支部設立 15 周年記

念 北陸 3 県弁護士リレートーク

・「食育シンポジウム～災害と食育！」講師派遣

・富山県弁護士会消費者問題対策委員会説明会講

師派遣

・「成年年齢引き下げと若年層への消費者教育」講

師派遣

○事業者団体への出前講座

事業者団体へ専門家を派遣し、出前講座を開催

該当なし

2022/8/21

2022/10/12

2022/10/24

2023/2/28

オンライン

金沢勤労者プ

ラザ及びオン

ライン

オンライン

奥能登行政セ

ンター

事務局 1 名

事務局 1 名

理事 1 名

理事 1 名

(5)消費者団体・

関係諸機関との

ネットワーク事

業

適格消費者団体連絡協議会への出席

○適格消費者団体と適格消費者団体を目指す団体の

活動報告・意見交換会

・適格消費者団体連絡協議会（令和 4 年 9 月開催）

・適格消費者団体連絡協議会（令和 5 年 3 月開催）

・適格消費者団体連絡協議会分科会①

・適格消費者団体連絡協議会分科会②

・適格消費者団体連絡協議会分科会③

・適格消費者団体連絡協議会分科会①-2

○ホームページでの情報提供等

・ホームページ更新

・CSNI ニュース第 3 号・第 4 号発行

・消費者安全フェア

2022/9/3

2023/3/11

2022/8/8

2022/8/18

2022/8/24

2023/2/16

随時

2022/10

2023/3

2022/5/13～24

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

オンライン

主たる事務所

主たる事務所

石川県女性セ

会員・事務局

6 名

14 名

1 名

1 名

2 名

1 名

事務局 2 名

消費者部会・

専門部会・事

務局 16 名

事務局 3 名

収入 0

支出 60

（差止以外

事務局費を除

く）



（石川県からの要請により活動報告掲示）

・悪質商法追放キャンペーン

（石川県からの要請により啓発・188 周知）

・全国消費者団体連絡会 Zoom 交流会

（全国消費者団体連絡会主催）

・消費者のつどい

（石川県主催）

2022/5/14

2023/2/8

2023/3/3

ンター

香林坊アトリ

オ前

オンライン

石川県消費生活

支援センター

事務局 1 名

事務局 2 名

事務局 2 名

（4）消費者被害

を未然に防ぎ、消

費者市民社会を

実現するための

普及啓発事業

草の根消費者教室講師活用啓発講座事業（石川県生

活安全課委託事業）

講座実施市町と「草の根消費者教室講師」参加者 23

名をマッチングし、出前講座への講師派遣

2022/4

～2023/3

（派遣回数

45 回）

石川県内（金

沢市・加賀

市・野々市

市・白山市・

小松市・中能

登町・内灘

町・志賀町・

川北町）

事務局 3 名
収入 900

支出 900

消費者市民社会普及啓発講座事業（石川県消費生活

支援センター委託事業）

受講者に消費行動が社会に影響を与えることを自覚

できるような講座（グッドチョイスセミナー）の開

催。
・「ここがポイント！食品表示の見方」

講師：内本佳世氏（石川県農業政策課 主幹）

・「食卓から世界へ広がる食の安全安心」

講師：中口義次氏

（石川県立大学生物資源環境学部食品科学科

准教授 博士）

・「里山を獣害から守り、いのちを活かすジビエとは」

講師：福岡富士子氏

（「狩女の会」主宰 農林水産省国産ジビエ利用拡大推

2022/7

～2023/1

2022/10/7

2022/10/18

2022/10/24

石川県消費生活

支援センター

消費者部会・

事務局 8 名

収入 400

支出 400



進チーム構成員）

高齢消費者被害防止見守りセミナー開催事業（石川

県生活安全課委託事業）

高齢消費者被害防止見守りセミナーの開催
・「高齢消費者被害の現況と見守りによる被害防止につ

いて」
講師：小城奈穂美氏

（公益社団法人 全国消費生活相談員協会 所属）

2022/8

～2023/1

2022/11/24・25 石川県地場産

業振興センタ

ー、フォーラ

ム七尾及びオ

ンライン

事務局 3 名
収入 600

支出 600

霊感商法等消費者被害防止見守りセミナー（石川県生
活安全課委託事業）
「霊感商法等消費者被害防止見守りセミナー」の講演
を県内 1か所とオンラインにて開催
・ 「霊感商法等消費者被害防止見守りセミナー」

講師：島田広氏
（弁護士、全国統一協会（世界平和統一家庭
連合）被害対策弁護団団員）

2022/12

～2023/3

2023/2/27

石川県地場産

業振興センタ

ー及びオンラ

イン

事務局 6 名
収入 850

支出 850

食品表示調査事業（石川県農業政策課委託事業）

・小売店（約 100 店舗）の表示調査（6～7 月）

・加工食品製造業者に対する普及啓発及び調査（約

100 事業所）（7～8 月）

2022/4

～2022/9
石川県内 事務局 9 名

収入 2,140

支出 2,140

金沢市消費生活だより原稿作成業務（金沢市ダイバ

ーシティ人権政策課委託事業）

『金沢市消費生活だより』の紙面内容の企画、レイ

アウト、入稿用原稿の作成

2022/4

～2022/6

主 た る 事 務

所、金沢市女

性センター

消費者部会・

事務局 6 名

収入 150

支出 150

消費者出前講座講師派遣業務（金沢市ダイバーシテ

ィ人権政策課委託事業）

金沢市内にて「消費者出前講座」への講師派遣

（25 回）

2022/4/

～2023/3
金沢市内

消費者部会・

事務局 4 名

収入 255

支出 255



消費者出前講座用教材制作作業業務（金沢市ダイバ

ーシティ人権政策課委託事業）

「消費者出前講座」を行う際の教材の企画・作成

2022/4

～2023/2
主たる事務所

消費者部会・

事務局 6 名

収入 100

支出 100

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。



２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠

収入内容
収入見込み

（単位：千円）
算出根拠

会費 1,175

個人正会員 106 名 106 口×5 千円

団体正会員 13 団体 52 口×10 千円

個人賛助会員 5 名 5 口×5 千円

団体賛助会員 6 団体 10 口×10 千円

寄付金 318 団体や個人からの寄付金

石川県からの委託金① 900 草の根消費者教室講師活用啓発講座事業（石川県生活安全課委託事業）

石川県からの委託金② 400 消費者市民社会普及啓発講座事業（石川県消費生活支援センター委託事業）

石川県からの委託金③ 2,140 食品表示調査事業（石川県農林水産部 ブランド戦略課）

石川県からの委託金④ 600 高齢消費者被害防止見守りセミナー開催事業（石川県生活安全課委託事業）

金沢市からの委託金① 150 金沢市消費生活だより原稿作成事業（金沢市ダイバーシティ人権政策課）

金沢市からの委託金② 100 消費者出前講座用教材制作事業（金沢市ダイバーシティ人権政策課）

金沢市からの委託金③ 200 消費者出前講座講師派遣事業（金沢市ダイバーシティ人権政策課）

雑収入 0 受取利息等

合計 5,983

（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠

支出内容
支出見込み

（単位：千円）
算出根拠

（差止請求関係業務）

消費生活トラブル情報提供・法律相

談の運用
0



消費生活相談員との意見交換会 8 旅費交通費 8

事例研究事業

専門部会
17 通信運搬費 6、賃借 11

申し入れのための理事会開催 11 賃借料 11

差止請求訴訟 61 通信運搬費 31、租税公課 30

差止請求業務に係る事務局費

1,990

給与手当（職員）1,553、通勤費 42、福利厚生費 218、電話補助 6、

旅費交通費 26、通信運搬費 59、消耗品費 21、修繕費 20、

保険事務委託料 2、予備費 10、減価償却費 33

（差止請求関係業務以外の業務）

研修会の開催(講演会.消費者フォ

ーラム、勉強会、学習会)
2 賃借料 2

消費者部会 0

消費者教育派遣事業 0

消費者団体･関係諸機関との

ネットワーク事業
130 資料印刷費 64、通信運搬費 7、賃借料 3、負担金 22、HP 管理費 34

差止請求関係業務以外の業務に係

る事務局費 422

給与手当（職員）77、通勤費 43、福利厚生費 198、電話補助 6、

旅費交通費 3、通信運搬費 12、消耗品費 18、賃借料 23、租税公課

2、予備費 40

石川県からの委託金①

草の根消費者教室講師活用啓発講

座事業（生活安全課委託事業）

900
旅費交通費 297、通信運搬費 40、消耗品費 53、保険料 10、

給与手当（職員）500

石川県からの委託金②

消費者市民社会普及啓発講座事業

（消費生活支援センター委託事業）

400
資料印刷費 24、講師謝金 22、旅費交通費 10、通信運搬費 25、消耗

品費 16、給与手当（職員）303

石川県からの委託金③

食品表示調査事業
2,140

旅費交通費 3、車両借上料 140、通信運搬費 20、消耗品費 12、

賃借料 2、保険事務委託料 10、給与手当（職員）346、給与手当（食



（農林水産部ブランド戦略課委託

事業）

品表示調査員）1,501、福利厚生費 5、通勤費（食品表示調査員）

74、電話補助（食品表示調査員）27

石川県からの委託金④

高齢消費者被害防止見守りセミナ

ー開催事業

（生活安全課委託事業）

600
資料印刷費 25、講師謝礼金 73、旅費交通費 30、通信運搬費 22、消

耗品費 22、賃借料 60、給与手当（職員）368

金沢市からの委託金①

金沢市消費生活だより原稿作成事業

（金沢市ダイバーシティ人権政策課）

150 旅費交通費 3、通信運搬費 3、消耗品費 14、給与手当（職員）130

金沢市からの委託金②

消費者出前講座用教材制作事業

（金沢市ダイバーシティ人権政策課）

100 通信運搬費 2、消耗品費 42、給与手当（職員）56

金沢市からの委託金③

消費者出前講座講師派遣事業

（金沢市ダイバーシティ人権政策課）

200
講師謝金 45、旅費交通費 14、通信運搬費 4、消耗品費 17、保険料

10、給与手当（職員）110

（管理費）

管理費 300
印刷費 31、通信運搬費 30、消耗品費 13、租税公課 1、光熱費 136、

家賃 40、保険料 29、慶弔費 10，雑費 10

（合計） 7,431

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4 番とすること。

２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14 条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業

務を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14 条第２項第 10 号）を踏まえて記載すること。

３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。


